
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
産総研における研究ユニット評価 : アウトカムの視点

からの評価の導入による効果(評価 (1))

Author(s)

山本, 哲也; 伊達, 正和; 松畑, 洋文; 伊藤, 信一;

卜部, 啓; 大森, 阿津美; 小木, 元; 須藤, 茂; 田島,

守彦; 田中, 敏雄; 澤田, 美智子; 幸坂, 紳; 小林,

直人

Citation 年次学術大会講演要旨集, 21: 320-323

Issue Date 2006-10-21

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6350

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



究 ユニット 評 

一 アクトカムの 視点からの評価の 導入に よ る効果 一 

0 山本哲也，伊達正和， 松畑 洋文，伊藤信 乙 卜部 啓 ，大森町洋美，小木 元， 

須藤 茂，出島守彦，田中敏雄，澤田美智子，手板 締，小林直人 ( 産 総研 ) 

  をまじめに 概括する。 

独立行政法人産業技術総合研究所 ( 産 総研 ) は、 平成 ぬ 
足 以来評価部を 設置し、 平成 9 年、 平成 め年 
究 開発 @ こ 関する大綱的指針 ( 内閣総理大臣決 

定 ) 」に沿って評価方針を 定め、 研究ユニット 評価等の評価 
活動を行ってきた ，平成 臨 年度までの第 2 期中期目標期 
間の 4 年 戦 平成㈹～ 蝸 年度 W においては評価を 実施しつ 
つ評価システムの 改良を行ってきた 鱒 -% 。 この間に。 組織 
評価実施の意義の 共有化が研究ユニットで 進み、 研究組 
織の評価の有益性が 認識されるようになった。 また。 評価 

結果は、 研究センタ一の 中間評価。 研究ラボの存続評価、 
研究ユニット 改廃のため口実施する 審査委員会等に 活用さ 
れたほか。 独立行政法人評価委員会産業技術総合研究 
所部会へ提出され。 資料として 活 捕された。 更に、 報告書 
の形にまとめ、 広く国民へ開示し 説明責任を果たすことに 
努めてきた。 第 & 期における研究ユニット 評価結果 は 、 翌年 
度の研究ユニット 運営交付金配分および 職員の業績手当 

に反映された。 
第 2 期中期目標期間 ( 平成 鮫 年度～㌶年度 )@ こおいて 
は、 持続的発展可能な 社会の構築 れづ 基本理念 囹 のもと。 
社会。 経済的価値の 創出をもたらす 成果を確実に 上げるた 
めに研究組織の 評価方法に更なる 見直しを加えた。 即ち。 
経済産業省独立行政法人評価委員会による「中期目標期 
間評価におけるアウトカム 指標の抽出」の 決定、 並びに、 産 
業 技術総合研究所研究評価検討委員会 ( 委員長 : 平澤 冷 

東京大学名誉教授 ) 「 産 総研の研究開発評価のあ り方」 
間まとめ ) による「アウトカムの 視点からの評価の 必要性」 
としづ指摘を 受けて、 アウトカムとその 創出に向けたシナリ 
およびロードマップの 研究計画資料への 提示を求めた。 ま 

た、 この新しい評価システムの 実際の研究ユニット 評価へ 

の導入に先立ち、 アウトカムの 視点に沿った 3 評価軸伸一 
ド マップ、 アウトプット、 マネジメント 注 設定し、 その評価シス 

テムの有効性の 検証を行 う とともに、 評価に当たって 配慮 
すべき具体的な 問題点を把握することを 目的に、 「試行」 
として研究ュニ、 亦 評価を平成 17 年 3 月に実施した 目 " そ 
の結果、 多くの貴重なご 意見を頂いたが、 何 T りも アウトカ 
ムの視点からの 研究ユニット 評価が本格研究の -- 層の推 

進を目指す 産 総研にとって、 必要かつ有効であ ろうとの大 
方の合意を得るに 至ったことは 大きな成果であ った。 
第 2 期中期目標 期 度 に当たる平成 ゑ 7 年度に 
おいては、 これまでの 究 ユニット評価実施結果の 
蓄積をべ ー スに、 更 @ 3 月に実施された「アウト 
カムの視点からの 研究ユニット 評価試行 ゴ え 、 アウトカ 
ムの 視点からの研究ユニット 評価を実施 。 本稿では、 

特に。 この第 2 期における新たな 視点からの評価システム 
の内容と、 平成 17 年度における 評価の実際に 関してここに 

期間における 評価システム 

第 2 期の研究ユニット 評価は " 第 2 期に引き続き 以下の 
3 点を目的としている。 ①研究ユニットの 研究活動の活，珪化、 
効率化を図る。 ② 産 総研の経営判断への 情報提供を行う。 
③研究活動と 成果の評価結果を 内外に公開する。 独立行 
政法人評価委員会への 提出資料とする。 
第 2 期においては。 成果評価委員会開催のインターバ 
ルの変更に伴い、 以下のめに評価活動等を 分類し。 名称 
の変更を行った。 

、 ソト を対象に、 社会。 経済的価値の 
創出をもたらず 成果を着実にあ げるため。 研究遂行の計画 
の 妥当性および 研究ユニットの 実施体制の適切性につい 

て評価を実施する。 また、 第 2 期中朝目標期間に 継続して 
存続する研究部門については。 第 2 期初年度に「第 2 期中 
期計画開始時評価口をスター㌃アップ 評価と同様の 位置づ 
けで行う。 

を 2) 成果評価 
社会。 経済的価値の 創出をもたらす 成果を着実にあ げる 
ため、 研究遂行の計画および 得られた成果の 妥当性、 さら 
に 研究ユニットの 実施体制の適切性について 評価を実施 

する " 第 成果ヒアリンバとは 異なる視点による 評価を 
行うので。 アリング は 「成果評価」に 名称を改める。 成 
果評価は。 各研究ユニット @ こ 対して隔年度で 実施する。 

、 ては、 データ収集および 評価委員との 意見 
交換による「モニタリンバ」を 実施する。 成果評価 は 隔年に 
開催するので ，成果評価を 開催しない年度に 研究ユニット 
がその活動状況を 評価委員に提示し、 評価委員と意見交 
換 斬刊 、 、 有益な助言を 得る機会を設けることとする。 意見。 
交換の開催形式は。 各研究ユニットに - 任 c? れ 。 意見交換 
の結果のみを 評価部に報告するものとする。 この「モニタリ 
ング」は研究ユニット 評価目ま ないが、 結果は理事 

長 に報告される。 なお、 平成 ら 「モニタリンバ」 は 
「モニタリンバ 意見交換」 @ こ名 

発 ユニット群別の 

第 2 期においては、 第 夏期に指摘されていた 被 評価研究 
ユニットと評価委員の 負担軽減および 効率的。 効果的な評 

価を行 う ことを目的として 評価インターバルの 見直しを行っ 
た。 すな む ち、 スタートアップ 評価は第夏期と 同様に、 新設 
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研究ユニットの 設立後出来るだけ 早い時期に行うが、 研究   ) マネジ ズノト 評価 
ラボは対象としない。 また、 第 2 期開始時評 ト耳姉 @ ( アウ㌻ カ 目 こついての評価 
存続する研究部門を 対象とするが、 第 2 期 @ 」 16 本格研究 的な推進体制を 、 
年度に発足した 研究部門 は 対象としない。 成果評価は隔 ヴト カム創出の視点より 適切であ るかどうかを 評価する。 研 
年度実施とする。 以下に研究ユニット 群別の評価インター 究 資源の有効利用のため、 費用対効果的視点からの 評価 
バル を示す。 もイう う。 

例えば期限 7 年の場合。 設立後 3 年目、 5 年目、 7 年目   評価委員の役割分担 

に成果評価を 実施して、 組織見直しに 関わる評価 ( 中間 評 
評価委員会を 外部委員と内部委員で 構成する。 外部委 
員は 、 産 総研外部の専門家および 有識者等に依頼する。 

2 年目と 4 年目に成果評価を 実施して。 組織 研究ユニット 毎に 5 ～ 6 名程度とし。 深い専門的知識を 有す 

る 専門家と。 社会経済的視点を 含む幅広い知識を 有する 
有識者の比率をほぼ 半数とする。 内部委員は 2 ～ 3 名で、 

を 実施して、 組織見直しに 関 主に首席評価 役 が担当する。 スタートアップ 評価 は コメン㌃ 
わる評価 ( 存続審査 ) の参考とする。 審査では研究センター のみの評価となる。 第 2 期開始時評価で co 評価委員の役 
化 等を検討する。 割 分担はスタートアップ 評価に準 

施する。 外部委員は専門家や 有 
  アウ ㌻カムの観点からの こ 行い。 内部委員は産総研の 経営的 視 

-- ド マップ。 アウトプッ㌻および マ二 ネジメ 

期 においては、 中期計画に記載されている 研究 課 
題を含むめに 設 冠した重点 課 関して課題毎の 研究 
目標の水準 ( 世界トップレベルの 水準 ) および進捗状況。 
について評価を 実施した。 これに加え。 研究ユニットの 体 
制 。 運営上の工夫。 努力に関しても 評価した。 おいては総合評点も " 

第 2 期は、 アウトカムの 視点よりロードマップ 評価、 アウト け 。 翌年度の研究 

プット評価、 マネジメント 評価を行 う 。 なお、 既に実現した ア 反映を 、 第 2 期においては。 評価結果は予算ヒア 
ヴト カムそのものについては " 過去のアウトプッ㌃に 基づくも リング等 源を配分する 際の総合的な 判断に活用す 
のなので。 評価の対象にはしない。 評点に関しては。 A ～睡 る。 また、 ニットの組織見直しに 関わる審査を 実施す 
の 4 段階を基本とし、 特記的に優れているものについては る 際に参考とする。 すな む ち。 第 2 難においては。 総合評 
とすることができる " すべての評点には、 その根拠を コメ 点は。 研究ユニット 自身のパフオーマンスを 知る材料であ り、 
として記すことを 求めている " 以下に 3 主要評価項目を 研究 ュ ニット間の比較をするものではないことを 明確化して 

いる。 甑席 評価 役は 、 本格研究の観点から 傭 磁的に産 総 
研 経営判断に資するための 提言を行力 ; 。 その際にも参考 

$ アウトカムに 至る辺一 ド マップについての 評 と さね ，る 。 
研究目標の質的観点からの 評価を重視し、 アウトカムの 
視点からの研究遂行計画の 妥当性を総合的 @ こ喜平価する。 
課題全般および 個々の研究課題のロードマップを 対象とし、 
目標とするアウトヵムが 明確に示されたかを 評価した上で、 
アウトカムに 至るマイルスト 一 ン 、 必要とされる 技術要素、 べ 

ンチマークを 示し。 研究計画が将来のアウトカム 創出の視 平成 鰻 年度の評価対象研究ユニット 数は 3 
点 より適切かどうかを 評価する。 また。 個別研究課題および 訳はスタートアップ 評 第 2 期中期計画開始時評価、 成 
課題全般に関して 研究ユニットの 群別特性、 および研究の 果評価がそれぞれ 5 、 ㈹であ った。 そのうち第 2 期中期 
性格を考慮する " ツトと 。 成果評価の a ユニットは 平 

威応年度 未に 行われた「アウトカムの 視点からの研究 ュ二 
、 ソト 評価試行」をもって。 平成 ぇ 7 年度評価に代えた " それ 以 
外の評価委員会の 開催時期は、 第 2 期中期計画開始 

るかどうかを 評価する。 対象 は 論文、 招待講演、 特許出願。 価が最も早い 平成 互 7 年 7 月～ 11 月で、 成果評価が 
登録、 ベンチャー創出、 プロトタイプの 製品、 知的基盤、 受 ～は月、 スタートアップが 鰻月 ～翌年 2 月であ った " 
貫 。 表彰等で、 マイルスト一 ンに 示された目標、 世界最高 7k 平成 17 年度の場合。 平成 工 年度と連続して 任期 2 年 - 
準 、 科学基盤的な 研究にあ っては国の整備計画等を 評価 間を原則としているので、 平成 1 年度に評価を 行わない 研 
の基準とする。 また、 研究ユニットの 群別特性、 および研究 究ユニットの 外部委員は研究ユニットとの 意見交換を行い、 
の 性格を考慮する。 アウトプット 評価 は 、 成果評価のみで 行 平成 日当することになる。 なお、 原則 
い、 第 2 期開始時評価、 スタートアップ 評価では行わない。 として 以上け外部委員を 継続しない。 

また平成 17 年度評価委員会の 内部委員の延べ 人数の合 
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。 評価結果の分析 

戸一 ドマツ プ 評価 結 

アウトカムの 視点か   マップ評価の 実施につい 

て、 外部委員からは 概ね肯定的な 意見が目立った " 目標と 
するアウトカムの 実現に至る道程と 論理 田ジッ のを具体的 
に表現したものが『 
自体やアウトカムに 至る 
あ たって は 、 明確な 
線なロードマップの 提示 

その多様性に 配慮し 、 一 

う にするべきとの 指摘がなされている。 また、 ロードマップを 
描くことほ大切だが、 描いたロードマップに 過度に囚われる 
のはマイナスであ り、 常に見直すことが 必要であ ること、 本 
格研究を進める 上で研究開始時から 産業界の意見を 取り 
込みロードマップを 描くことにより 産業界への引渡しがスム 
ーズに行われること 等の指摘があ り。 これらの点については 
，配慮していく 必要があ る。 
トプット評価結果の 分析 
平成 工 7 年度のアクトプット 評価では、 高い評価を与える 
観点として、 研究成果の卓越， り性を評価するものが 
比較的目立つ 傾向にあ った。 年度に目立った 研究 
成果の有効性。 研究活動の貢献度、 重要度。 イレウ ト など 
の観点は、 減少傾向にあ った。 さら @ こ 、 成果 け 土がって し め 
がアウトカムの 説明が十分でほないとしづ 場合には高い 評 
価 がなされなかったことなどが。 平成五 7 年度の特徴であ 
る 。 

) 成果評価における 評点の分析 
成果評価では 評点が示される 
能であ る。 なお。 点数に関して @ 
している。 平成 17 年度の成果 
4 で 点となり。 平成 16 年度からの大幅な 研究評価システム 
の変更や、 評価委員の入れ 替わり @ こもかかわらず。 ほとん 
ど変化は無い " 成果評価における 評点の分析の 一例として、 
図 i( めに、 各研究ユニットについて、 外部委員のロードマッ 
プに対する評点の 平均値 ( 重み考慮 ) と内部委員の 課題 全 

      
研究 ユ 二 % 毎 0 ロ ー @ マ，フに 占の平り @ 外部委員 ) 

図 I(a) 研究ユニット 毎の外部委員のロードマップ 評点の 
平均と内部委員の 課題全般点の 平均との関係 

マップ全体および ア外 プットも含めた 総合点であ り、 重点 
課題毎に ア外 プット と 分離してロードマップのみについて 
個別評点付けを 行った覚部委員とは。 視点。 対象が異なる。 

点 課題毎の外部委員のアウトプット 評点の平 
均とロードマップ 評点の平均との 関係であ る。 この図に示す 
ように、 一般にロードマップ よ外 アウトプットにやや 高評点 
が 付される傾向があ るので、 図工 いては。 アウトプッ㌃ 
込みで評価している 内部委員 くなっているとも 考 
えられる。 また、 別の祝点から 察 を行 うと 、 外部 
委員によるロードマップ 評価とアウトプット 評価の評点には 
強い相関があ り。 アウ㌻プットの 高い評価が、 ロードマツ プ の 
説得力につながると 考えられる。 
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部 委員のアウトプット 評点の 
評点の平均との 関係 

評価実施後、 各研究ユニット 長を対象として。 研究ユニッ 
ト評価に関するアンケートを 行った。 その一例として、 「アウ 
トカムの視点を 取り入れたことは 役に立ったか ? 」 れづ 質 
問に対する回答を 以下に示す。 

  

鰯 役に立った 

1% 鮮書 があ る 

図 2(a) 質問「アウトカムの 一 ・ 視点を取り入れたことは 
役に立ったか ? 」に関する回答 ( 平成 n7 年度 ) 

駄 役に立った 

ロ どちらと も雷 えない 

簸害 があ る 

  
0% 50% 100% 

  

一般に後者が 前者に比べて 15 研究ユニット 平均で約 
0 ・ 26 点高かった。 ただし、 内部委員の課題全般 点は ロード 
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  上記の質問に 対する平成王 6 年度と 
平成 工 7 年度の回答の 比較 



研究ユニット 群別の内訳を 見ると、 研究部門、 研究センタ 
㍉； ; 。 。 役に立っだと 回答している。 平成 

年度はスタートアップ 評価を行った 研究ュ % 外に対して 
みこの質問を 行っているので 単純な比較は 難しい ヵ ; 、 
" 役に立っだと レづ 回答の割合は 平成 7 年度の方が多い。 
平成丁 6 年度の研究部門の 回答は " どちらとも言えな しッ が 

多くを占めていたが、 平成 17 年度の研究部門に 対する第 2 
期中期計画開始時評価でぼ " 役にたった " めづ 回答が増 
えて む憶 。 

  むす 

産 総研において 平成ユ 7 年度から 5 年間の第 2 期中潮 
目標期間が開始 t れたが。 研究ユニット 評価においても 
種 女の改善 移刊 、 。 第 2 期の初年度であ る今回ほ、 「アウト 
カムの視点からの 評価」を本格的に 導入して、 研究評価を 
行った。 そのための新たな 評価軸として。 ロードマップ 評価。 
アクトプット 評価。 マネジメント 評価を行うこととし、 特にロー 
ドマップ評価においては、 マイルスト一 ン 、 必要な技術要素、 
ベンチマークなどを こ 示すことを求めた。 このような 準 

備を踏まえて 行っ ㌻カムの視点からの 評価」であ っ 
効果についてはアンケート 結果にも見られるとお 
効であ ったと考えている 回答が多く、 着実な成果 
）とができた。 また。 平成 抑 年度の評価活動全体 

を通して、 殆どの覚部評価委員からアウトカムの 視点からの 
研究ユニット 評価に対して 好意的な意見を 得た。 このことほ。 
研究論文教や 特許数などの「研究成果の 形式的な側面」 
からのみの評価に 対する懸念の 表明と考えられる。 
平成 17 年度より開始された 第 2 期中期目標期間におい 
て。 評価は 2 年単位で行われる。 従って、 平成 27 年度と 1 
年度の 2 回にわたる評価活動で 第 2 期中期 
回の評価活動は 完結すること @ こ なる。 平成 1 
ては、 「アウトカムの 視点からの評価」 め 評価システムを 継 
続し。 引き続きアウトカムに 関する考え方の 理解をより一層 
深めたし 壮 考えている。 一方、 研究ユニット 評価の更なる 課 

題 として。 「評価の有効活用」があ る。 産 総研は第 2 期にお 
いて「持続的発展可能な 社会」に向けたイノベーション 創出 
としての機能を 重視しているが、 そのためにも 評価をどのよ 
刃こ 研究組織の戦略に 活かしイノベーション 創出への貢献 
をしていくかと 言 う 観点が極めて 重要であ り。 今後その面で 
も評価のあ り方について 改善を図って 行きたいと考えてい 
る。 
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